
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）環境省 （単位：千円）
備考

1 地球温暖化対策の推進 181,112,928 7,152,467 - - - 188,265,395 172,335,171 9,955,782 5,974,441 203,493,586 104,404,925 - - - - 307,898,511 164,547,119 96,688,695 46,662,695 

2 地球環境の保全 3,195,298 102,463 - - - 3,297,761 3,196,199 - 101,561 - - - - - - - - - - 

3 大気・水・土壌環境等の保全 9,125,806 7,621,746 - - - 16,747,552 10,152,983 3,525,000 3,069,568 740,034 - - - - - 740,034 724,043 - 15,990 

4 廃棄物・リサイクル対策の推進 123,088,643 93,957,589 - - - 217,046,232 106,090,842 102,834,349 8,121,040 47,309,463 25,002,003 - - - - 72,311,466 54,123,799 11,448,499 6,739,167 

5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 27,355,259 15,056,603 - - - 42,411,862 25,152,934 13,856,936 3,401,991 399,719 - - - - - 399,719 390,617 - 9,101 

6 化学物質対策の推進 3,031,128 - - - - 3,031,128 1,864,714 912,119 254,294 - - - - - - - - - - 

7 環境保健対策の推進 20,977,597 263,000 - - - 21,240,597 19,929,646 301,864 1,009,086 - - - - - - - - - - 

8 環境・経済・社会の統合的向上 869,118 - - - - 869,118 831,285 - 37,832 27,000 - - - - - 27,000 26,840 - 159 

9 環境政策の基盤整備 34,539,617 2,200,954 - - - 36,740,571 34,343,507 1,830,623 566,439 - - - - - - - - - - 

10 放射性物質による環境の汚染への対処 - - - - - - - - - 260,273,940 27,697,619 - - - - 287,971,559 242,579,926 9,408,433 35,983,199 

403,295,394 126,354,823 - - - 529,650,218 373,897,287 133,216,674 22,536,256 512,243,742 157,104,548 - - - - 669,348,290 462,392,346 117,545,629 89,410,314 

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．一般会計については、組織 環境本省及び地方環境事務所並びにエネルギー対策特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、環境省所管分（原子力規制庁を除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

政策体系
一般会計 特別会計

歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額予算総則の規定による経費増額

合　　　　　　　計



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）環境省 （単位：千円）

１ 181,112,928 7,152,467 - - - 188,265,395 172,335,171 9,955,782 5,974,441 

環境本省
地球温暖化対策の推進に必要な経
費

508,328 7,152,467 - - - 7,660,795 1,715,447                 60,502 5,884,846 

気候変動の影響への適応策に関す
る調査研究に必要な経費

868,940 - - - - 868,940 822,904                        - 46,035 

脱炭素化産業成長促進対策
費

脱炭素化産業成長の促進に必要な
経費

9,966,660 - - - - 9,966,660 27,820             9,895,280 43,560 

石油石炭税財源エネルギー需
給構造高度化対策費エネル
ギー対策特別会計へ繰入

石油石炭税財源のエネルギー需給
構造高度化対策に係るエネルギー
対策特別会計エネルギー需給勘定
へ繰入れに必要な経費

         169,769,000 - - - - 169,769,000          169,769,000                        - - 

２ 3,195,298 102,463 - - - 3,297,761 3,196,199 - 101,561 

環境本省 地球環境保全等試験研究費
地球環境保全等試験研究に必要な
経費

116,609 - - - - 116,609 108,459                        - 8,149 

地球環境保全費 地球環境の保全に必要な経費 3,078,689 102,463 - - - 3,181,152 3,087,740                        - 93,412 

３ 9,125,806 7,621,746 - - - 16,747,552 10,152,983 3,525,000 3,069,568 

環境本省 大気・水・土壌環境等保全費
大気・水・土壌環境等の保全に必要
な経費

8,956,612             7,621,746 - - - 16,578,358 9,986,311             3,525,000 3,067,046 

放射能調査研究費 放射能調査研究に必要な経費 168,251 - - - - 168,251 166,340                        - 1,910 
原子力規制委員会から移替

　　　　  168,251千円

地方環境事務所 地方環境対策費
大気・水・土壌環境等の保全に必要
な経費

943 - - - - 943 331                        - 611 

４ 123,088,643 93,957,589 - - - 217,046,232 106,090,842 102,834,349 8,121,040 

環境本省
廃棄物・リサイクル対策推進
費

廃棄物・リサイクル対策の推進に必
要な経費

26,795,635 12,308,039 - - - 39,103,674 21,251,948           14,695,299 3,156,425 

廃棄物処理施設整備費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 82,334,374 75,773,031 - - - 158,107,405 78,245,736           75,046,989 4,814,680 

北海道開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 10,577,000 4,389,820 - - - 14,966,820 4,268,193           10,641,825 56,802 
国土交通省所管から移替

　　  　10,577,000千円

廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,291,000 723,085 - - - 2,014,085 862,845             1,128,418 22,822 
国土交通省所管から移替

　　　1,291,000千円

奄美群島廃棄物処理施設整備に必
要な経費

258,000 114,008 - - - 372,008 273,333                 93,902 4,773 
国土交通省所管から移替

　　　　258,000千円

沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,206,000 649,606 - - - 1,855,606 616,660             1,227,916 11,030 
内閣府所管から移替
　  　  1,206,000千円

地方創生基盤整備事業推進
費

地方創生の推進のための基盤整備
事業に必要な経費

617,780 - - - - 617,780 564,616                        - 53,164 
内閣府所管から移替
　      　617,780千円

地方環境事務所 地方環境対策費
廃棄物・リサイクル対策の推進に必
要な経費

8,854 - - - - 8,854 7,510                        - 1,343 

５ 27,355,259 15,056,603 - - - 42,411,862 25,152,934 13,856,936 3,401,991 

環境本省 生物多様性保全等推進費
生物多様性の保全等の推進に必要
な経費

9,807,936 4,325,064 - - - 14,133,000 8,225,902             4,161,942 1,745,155 

環境保全施設整備費 環境保全施設整備に必要な経費 2,034,365 998,340 - - - 3,032,705 1,051,132             1,816,576 164,995 

国際観光旅客税財源観光振
興費

国際観光旅客税財源国立公園等資
源の整備に必要な経費

2,200,759 2,326,603 - - - 4,527,362 2,924,744             1,051,898 550,719 
国土交通省所管から移替

　　2,200,759千円

沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 9,949 - - - - 9,949 7,876                        - 2,073 
内閣府所管から移替

　　　　 9,949千円

沖縄振興交付金事業推進費
沖縄振興交付金事業の推進に必要
な経費

1,800 57,163 - - - 58,963 58,497                        - 466 
内閣府所管から移替

　　　　1,800千円

自然公園等事業費 自然公園等事業に必要な経費 11,152,250             7,349,432 - - - 18,501,682           10,831,528             6,825,023 845,130 

地方環境事務所 地方環境対策費
生物多様性の保全等の推進に必要
な経費

2,148,200 - - - - 2,148,200 2,053,252                   1,495 93,452 

６ 3,031,128 - - - - 3,031,128 1,864,714 912,119 254,294 

環境本省 化学物質対策推進費 化学物質対策の推進に必要な経費 3,031,128 - - - - 3,031,128 1,864,714               912,119 254,294 

７ 20,977,597 263,000 - - - 21,240,597 19,929,646 301,864 1,009,086 

環境本省 環境保健対策推進費 環境保健対策の推進に必要な経費 14,210,597 263,000 - - - 14,473,597 13,162,646               301,864 1,009,086 

自動車重量税財源公害健康
被害補償費

自動車重量税財源公害健康被害補
償に必要な経費

6,767,000 - - - - 6,767,000 6,767,000                        - - 

８ 869,118 - - - - 869,118 831,285 - 37,832 

環境本省
環境・経済・社会の統合的向
上費

環境・経済・社会の統合的向上に必
要な経費

721,755 - - - - 721,755 685,551                        - 36,203 

地方環境事務所 地方環境対策費
環境・経済・社会の統合的向上に必
要な経費

147,363 - - - - 147,363 145,734                        - 1,628 

廃棄物・リサイクル対策の推進

離島振興事業費

生物多様性の保全と自然との共
生の推進

化学物質対策の推進

環境保健対策の推進

環境・経済・社会の統合的向上

差引額 備考

地球温暖化対策の推進

地球温暖化対策推進費

地球環境の保全

大気・水・土壌環境等の保全

予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）環境省 （単位：千円）

差引額 備考予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額

９ 34,539,617 2,200,954 - - - 36,740,571 34,343,507 1,830,623 566,439 

環境本省 環境政策基盤整備等に必要な経費 1,222,823 - - - - 1,222,823 1,157,473                        - 65,349 

環境問題に対する調査・研究・技術
開発に必要な経費

3,077,864 275,000 - - - 3,352,864 3,001,765                        - 351,098 

環境調査研修所
環境保全に関する調査、研修等に必
要な経費

708,331 344,518 - - - 1,052,849 936,215                        - 116,633 

情報通信技術調達等適正・効
率化推進費

情報通信技術調達等適正・効率化
の推進に必要な経費

4,261,379 - - - - 4,261,379 3,941,971               296,539 22,867 
デジタル庁所管から移替

　　4,261,379千円

科学技術イノベーション創造
推進費

科学技術イノベーション創造の推進
に必要な経費

200,000 - - - - 200,000 200,000                        - - 
内閣府所管から移替
　　　　  200,000千円

独立行政法人環境再生保全機構運
営費交付金に必要な経費

1,363,020 - - - - 1,363,020 1,363,020                        - - 

独立行政法人環境再生保全機構環
境保全研究・技術開発運営費交付
金に必要な経費

5,308,425 - - - - 5,308,425 5,308,425                        - - 

国立研究開発法人国立環境
研究所運営費

国立研究開発法人国立環境研究所
運営費交付金に必要な経費

16,987,344 - - - - 16,987,344 16,987,344                        - - 

国立研究開発法人国立環境
研究所施設整備費

国立研究開発法人国立環境研究所
施設整備に必要な経費

1,376,273 1,581,436 - - - 2,957,709 1,423,625             1,534,083 - 

地方環境事務所
情報通信技術調達等適正・効
率化推進費

情報通信技術調達等適正・効率化
の推進に必要な経費

158 - - - - 158 146                        - 11 
デジタル庁所管から移替

　　　158千円

地方環境対策費 環境政策基盤整備等に必要な経費 34,000 - - - - 34,000 23,520                        - 10,479 

403,295,394 126,354,823 - - - 529,650,218 373,897,287 133,216,674 22,536,256 

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．組織　環境本省及び地方環境事務所のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

環境政策の基盤整備

環境政策基盤整備費

独立行政法人環境再生保全
機構運営費

合　　　　　　　計



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

（所管）内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省　（会計）エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

１．地球温暖化対策の推進 203,493,586 104,404,925 - - - - 307,898,511 164,547,119 96,688,695 46,662,695

エネルギー需給構造高度化対策費 温暖化対策に必要な経費 203,330,140 104,404,925 - - - - 307,735,065 164,411,719 96,688,695 46,634,650

事務取扱費 温暖化対策に必要な経費 163,446 - - - - - 163,446 135,400 - 28,045

284,855 - - - - - 284,855 244,053 - 40,801

電源開発促進勘定 原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必
要な経費

284,855 - - - - - 284,855 244,053 - 40,801

203,778,441 104,404,925 - - - - 308,183,366 164,791,173 96,688,695 46,703,496

（注） １．政策評価の対象となる計数を掲記している。
２．エネルギー対策特別会計については、環境省所管分（原子力規制委員会を除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

歳出予算現額 支出済歳出額政策体系 勘定・組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額

合　　　　　　　計

翌年度繰越額 差引額 備考

エネルギー需給勘定

１０．放射性物質による環境の汚
染への対処

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額
予算決定後移替増

△減額



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】
（所管）環境省　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

大気・水・土壌環境等の保全 740,034 - - - - - 740,034 724,043 - 15,990

環境本省 環境保全復興政策費 大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費 740,034 - - - - - 740,034 724,043 - 15,990
復興庁所管から移替

740,034千円

廃棄物・リサイクル対策の推進 47,309,463 25,002,003 - - - - 72,311,466 54,123,799 11,448,499 6,739,167

環境本省 東日本大震災復興事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,461,000 3,877,954 - - - - 5,338,954 4,691,566 - 647,388
復興庁所管から移替

1,461,000千円

環境保全復興政策費 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 1,496,867 73,862 - - - - 1,570,729 177,408 843,359 549,962
復興庁所管から移替

1,496,867千円

地方環境事務所 環境保全復興政策費 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 44,351,596 21,050,187 - - - - 65,401,783 49,254,825 10,605,140 5,541,816
復興庁所管から移替

44,351,596千円
生物多様性の保全と自然との共生の
推進

399,719 - - - - - 399,719 390,617 - 9,101

環境本省 環境保全復興政策費 生物多様性の保全等の推進に必要な経費 399,719 - - - - - 399,719 390,617 - 9,101
復興庁所管から移替

399,719千円

環境・経済・社会の統合的向上 27,000 - - - - - 27,000 26,840 - 159

環境本省
原子力災害復興再生支援事業
費

創造的復興の推進に必要な経費 27,000 - - - - - 27,000 26,840 - 159
復興庁所管から移替

27,000千円
放射性物質による環境の汚染への
対処

259,989,085 27,697,619 - - - - 287,686,704 242,335,872 9,408,433 35,942,398

環境本省 環境保全復興事業費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

12,227,825 - - - - - 12,227,825 9,638,078 - 2,589,746
復興庁所管から移替

12,227,825千円

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

40,742,837 1,503,540 - - - - 42,246,377 30,878,835 537,191 10,830,350
復興庁所管から移替

40,742,837千円

地方環境事務所 環境保全復興事業費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

180,017,306 22,696,585 - - - - 202,713,891 188,291,764 1,901,289 12,520,836
復興庁所管から移替

180,017,306千円

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

27,001,117 3,497,494 - - - - 30,498,611 13,527,193 6,969,951 10,001,465
復興庁所管から移替

27,001,117千円

308,465,301 52,699,623 - - - - 361,164,924 297,601,173 20,856,933 42,706,817

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、環境省所管分（原子力規制委員会除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

差引額歳出予算現額勘定・組織 備考

３

歳出予算額政策体系 流用等増△減額 翌年度繰越額支出済歳出額
予算決定後移替増

△減額
予備費使用額

予算総則の規定
による経費増額

４

８

５

合　　　　　　　計

事項項
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前年度繰越額


